
エネルギー分野

現状・背景 研究（実用化）開発のポイント・先進性

開発者からの浜通り復興に
向けたメッセージ

浜通り地域への
経済波及効果（見込み） これまでに得られた成果

研究（実用化）開発の目標

　昨年度、紹介しました「ウィン
ドバレープロジェクト」は、「いわ
きウィンドバレー推進協議会」に
名を変えて継続しています。
　いわきウィンドバレー推進協議
会のメンバーは、いわき市内の企

業のみならず県外企業も参画しているため、昨年
度の「ウィンドバレープロジェクト」よりはるか
に多い会社が参画しています。また、参画各社の
参入目的が明確となりました。今後、これをどの
様に活かして且つ、どのように組織すべきかが重
要です。そのため、いわき産学官ネットワーク協
会様が主導権を取って、組織を纏めて頂くことを
期待致します。

バックス情報システム株式会社
課長代理
鈴木潤一

開発した技術
　・ 子機センシング時間(0.5秒)と親機からの周期的アクセス（10

秒間隔）を考慮した通信方式の確立
　・ 親機と子機間の通信距離延長のための中継機同士の自動認識

方式 ( 特許出願中 )
　・ ドローン搭載機と親機間の通信方式の確立

開発した機器
■子機 1　・ 歪みセンサ、風速センサ、外部温度センサを各 1

搭載
■子機 2　・歪みセンサ ×3 搭載
■子機 3　・ 振動センサ、外部温度センサ、子機内部温度センサ
■中継機　・屋外設置用ケースの採用
■親　機　・大量のセンシングデータのバッファリング
■ドローン搭載機　・飛行中のドローン搭載機と親機間の通信

■ いわきウィンドバレー推
進協議会への貢献

■ いわき市内の東北ネジ様
との協業（風力発電のス
マートメンテナンスにつ
いて、東京大学と協同研
究を進めるにあたり協業
する）

■ 電子回路基板の組立をい
わき市内の山幸電機（株）
様へ外注

■風力発電施設の遠隔監視
　・ 振動センサ、歪みセンサ等によるタワー部

のネジの振動監視
　　⇒東京大学と協同研究予定
　・タワーの上層部と下層部の振動差の監視
■地熱を利用した空調機の遠隔監視
　・温度監視
　・流量監視
■セメント材の温度監視 (U 字溝等の製造 )
　・温度上昇及び温度下降の監視
　・セメント材の水分量の監視

■ 弊社のセンシングシステムは、無線通信なので、以下の問題を解決
する

　・ ケーブルの断線の恐れがない。従って、システムの冗長化が不要
　　⇒システムの低価格を実現
■ 弊社のセンシングシステム

の子機、親機と双方向通信
で電池寿命 1 年を実現

　・ 各種センサを搭載した
子機を電源供給が困難
な場所に設置すること
が可能

　　⇒  電池メンテナンス工
数の大幅な削減

■ 親機と子機間に中継機を 3
台設置することで、3.2km
の通信距離を実現

　・ 無線電波の届かない場所
に設置された風力発電施
設の遠隔監視が可能

■ 現状の風力発電施設内のセンシングシステム：
光ファイバーによる有線通信

　⇒ 問題点： ケーブル断線の恐れがあり、シス
テムの冗長化が必要でコスト高

■ 無線電波の届かない場所に設置された風力発
電施設の遠隔監視が不可能

無線通信制御方式改善による電池寿命延命化の実証

実施期間：2017年度～ 2019 年度　実用化計画開発実施場所：いわき市

　電池駆動型無線通信システムにおいて、親機と子機の双方向通信時の電池寿命が課題となっています。当課題
を解決することで、風力発電装置の軸受など電源供給が難しい場所における状態監視・センシングが可能になり、
発電装置の最適な運転条件を検証することができます。

バックス情報システム株式会社
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　本研究開発を行い RPF 発電を事
業化することにより、将来的には
廃棄物の適正処理、ゼロエミ化（廃
棄物ゼロ化）、付加価値化、クリー
ンな電気の創出といった川上の事
業と低コストの電力を用いた川下

の事業（水素事業等）を一体に展開することで、
新たな技術開発と多くの人材雇用の創出ができる
と考えております。

株式会社タケエイ
主任

飯坂真

　本研究ではカロリー及び有害物質含有
量の品質が安定した RPF 製造工程の確
立を目的としています。昨年度は、カロ
リーの要素である灰分をほぼ 10％以下
に低減できることが立証できました。今
年度は、光学選別機及び RDF アナライ
ザーを使い、有害物質（塩素分、硫黄分
等）の除去効果の解析及び RPF の品質
管理を行っています。現在までに光学選
別機の条件（感度、搬送速度等）による
塩素分除去率についてその傾向を解析し
ています。今年度中には、一定の基準に
適合した RPF の製造工程が確立できる
よう研究していきます。

　本事業では、福島県内及び首都圏で単
純焼却、あるいは埋立処分されている建
設廃棄物由来の廃プラスチックを対象に
RPF 原料の集荷を行います（2 ～ 3 万
トン / 年）。製造した RPF は全量を RPF
発電所（約 7,000kW）の燃料にします。
発電した電力（約 55,000MWh/ 年）は、
地元公共施設や周辺の工場等へ供給する
ほか、将来的には電解水素製造に利用し
ます。年間売上規模は RPF 原料の集荷・
製造で 2 ～ 3 億円、RPF 発電で 7 ～ 8
億円程度であり、総投資額は約 40 億円
を想定しています。

　RPF の製造開発においては、バリスティック
セパレーター、ジグザグセパレーター、乾式洗
浄機、光学式選別機、RDFアナライザーなど様々
な装置に対して、機械ごとの灰分の除去率、有
害物質の除去率を定量化し、それらについての
知見を蓄積します。そしてそれらの知見に基づ
き、品質の安定した RPF 製造工程の最適化条
件を導き出すことを目標とします。

　タケエイでは、国内初の RPF を主燃料とする発電事業を計画してい
ます。燃料となる RPF は福島県内及び首都圏から発生した建設廃棄物
由来のプラスチックを原料に製造する計画です。
　これまでの建設廃棄物由来のプラスチックは排出される過程での汚
れ等により、カロリーや有害物質含有量等、品質が不安定であり、発
電燃料としては不向きでした。本研究開発では、カロリー、有害物質
含有量の品質安定化を図ることを目的に、製造工程の最適化条件を導
き出します。
　さらに今後は、地元地域への電気の供給や、得られた安価な新エネ
ルギーを利用した水素製造など新たな取り組みも行っていく予定です。

　建設廃棄物由来の廃プラスチック類はほとん
どが単純焼却や埋立処分されているのが現状で
す。最終処分場の逼迫や、中国の廃プラスチッ
ク類の輸入禁止（2017 年 12 月）により国内で
の廃プラスチック類の滞留が問題となる中、建
設廃棄物由来の廃プラスチック類を発電燃料に
することによって、資源の有効利用やエネルギー
の自給率の向上に寄与できると考えています。

発電用燃料としての建設廃棄物からの高品質RPF
（廃プラスチック固形化燃料）製造技術の開発

実施期間：2017年度～ 2018 年度　実用化計画開発実施場所：相馬市

　従来 RPF 製造に不向きとされている建設廃棄物から RPF を製造し、それを燃料に廃棄物発電することで、安価
なクリーンエネルギーかつベース電源を確保することができます。本研究においては、建設廃棄物を燃料として
使用するために必要な品質（カロリー、有害物質濃度）を管理するために、様々な選別技術を定量評価し、製造
工程の最適化状況を導き出します。
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2018年度版　浜通りの未来を拓く実用化開発プロジェクト　　福島県地域復興実用化開発等促進事業




